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用地調査等共通仕様書（新旧対照表）

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 前 改 正 後

用地調査等共通仕様書 用地調査等共通仕様書

第１章～第７章（略） 第１章～第７章（略）

第８章 消費税等調査 第８章 消費税等調査

第123条（略） 第123条（略）

（調査） （調査）
第124条 土地等の権利者等が消費税法第２条第４号に定める事業者であるときの調査は、 第124条 土地等の権利者等が消費税法第２条第１項第４号に定める事業者であるときの調

次に掲げる資料のうち消費税等の額又は消費税等相当額の補償の要否を判定等するために 査は、次に掲げる資料のうち消費税等の額又は消費税等相当額の補償の要否を判定等する

必要な資料を収集することにより行うものとする。 ために必要な資料を収集することにより行うものとする。

（１）～（16）（略） （１）～（16）（略）
（新設） （17）適格請求書発行事業者登録に係る通知書

（新設） （18）適格請求書発行事業者登録に係る取消届出書

（17）その他の資料 （19）その他の資料

２ （略） ２ （略）

（補償の要否の判定等） （補償の要否の判定等）
第125条 （略） 第125条 （略）

２ 調査書は、消費税等相当額補償の要否判定フロー（「土地改良事業用地の取得等に伴う ２ 調査書は、消費税等相当額補償の要否判定フロー（「土地改良事業用地の取得等に伴う

損失の補償等に関する消費税及び地方消費税の取扱いについて」（令和元年10月10日付け 損失の補償等に関する消費税及び地方消費税の取扱いについて」（令和元年10月10日付け

元農振第1862号農林水産省農村振興局長通知）別添－５、６参考）により、補償の要否を 元農振第1862号農林水産省農村振興局長通知））により、補償の要否を判定（課税売上割
判定（課税売上割合の算定を含む。）するものとし、消費税等調査表（様式第16号）を用 合の算定を含む。）するものとし、消費税等調査表（様式第16号）を用いて、作成するも

いて、作成するものとする。この場合において、消費税等調査表によることが不適当又は のとする。この場合において、消費税等調査表によることが不適当又は困難と認めたとき

困難と認めたときは、当該調査表に代えて判定理由等を記載した調査表を作成するものと は、当該調査表に代えて判定理由等を記載した調査表を作成するものとする。

する。
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改 正 前 改 正 後
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改 正 前 改 正 後
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改 正 前 改 正 後
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改 正 前 改 正 後

（削 る）
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改 正 前 改 正 後


